






当第２四半期の「当期利益」は1,793億円となり、前年同期と比べ240億円（前年同期比15.5％増）の増益となりました。
本年５月に公表しました通期予想3,200億円に対する進捗率は56％となり順調な進捗となっております。 
 
当第２四半期の実績には、約70億円の一過性利益が含まれておりますが、一過性を除く業績で見ても、 
約1,720億円（前年同期比 約23％増）となり、堅調に推移しています。 
 
セグメント毎の当期利益の状況についてですが、 
「金属」は209億円となり、前年同期と比べ、26億円の増益となりました。前年同期に資産入替による一過性利益が約
40億円あったことを踏まえると、実態としては約70億円の増益となります。 
 
これは、北米鋼管事業が市況回復に伴い増益となったことに加え、海外スチールサービスセンター事業が堅調に 
推移したことによるものです。 
 
「輸送機・建機」は326億円となり、前年同期と比べ、28億円の減益となりました。これは、主に当期に自動車分野にお
いて一過性の損失を約20億円計上したことによるものですが、リース事業や建機事業といったコアビジネスは引き続き堅
調に推移しております。 
  
「インフラ」は231億円となり、前年同期と比べ、30億円の増益となりました。前年同期には再生可能エネルギー分野に
おける一過性利益が約30億円含まれていることから、その影響を除きますと約60億円の増益となっております。これは、
アジアにおける大型EPC案件の建設が進捗したことに加え、発電事業が堅調に推移したことなどに よるものです。 
  
「メディア・デジタル」は244億円となり、前年同期と比べ16億円の減益となりました。ショップチャンネルの 持分の
一部を「生活・不動産事業部門」に移管したことの影響などにより減益となっておりますが、SCSKやJ:COMなどの国内
主要事業会社やミャンマー通信事業は引き続き堅調に推移しております。 
  
「生活・不動産」は259億円となり、前年同期と比べ69億円の増益となりました。これは、国内及び海外での不動産事業
が引き続き堅調に推移していることに加え、アジアバナナ事業の収益が改善したことなどによるものです。 
 
「資源・化学品」は464億円となり、前年同期と比べ149億円の増益となりました。これは、主に資源価格上昇の影響に
より豪州石炭事業などにおいて増益となったことによるものです。 



当第２四半期の「基礎収益」は1,789億円となり、前年同期と比べ、272億円（前年同期比17.9％の増益）と 
なりました。 
 
資源ビジネス、鋼管事業、その他非資源の３分野別で見ましても、いずれの分野とも前年同期と比べ増益となっており、
期初予想に対しても順調に推移しております。 
 
四半期毎のトレンドで見ますと、当第１四半期から第２四半期にかけて、その他非資源の収益が落ちているように見え
ますが、これは、農薬ビジネスの季節性や、不動産の引き渡しが第１四半期に集中したことなどによるもので、全体と
しては引き続き四半期で800億円を超えるレベルで安定的に推移しております。 

 

 



当第２四半期のフリーキャッシュ・フローは、753億円のキャッシュ・インとなりました。 
 
主な内容ですが、「基礎収益キャッシュ・フロー」は、前年同期と比べ、持分法投資先からの受取配当金は減少したも
のの、コアビジネスが着実にキャッシュを創出したことなどにより、1,575億円のキャッシュ・インとなりました。 
  
続いて「資産入替」では、米国タイヤ事業TBCの再編や政策保有株式の売却などにより、 
約1,100億円の資金を回収しました。 
  
「その他の資金移動」は、ビジネスの伸長に伴う運転資金の増加などにより、約1,100億円の 
キャッシュ・アウトとなっております。 
  
また、「投融資」は、インドにおける特殊鋼事業や、国内におけるバイオマス発電事業の建設進捗などにより、 
約1,300億円のキャッシュ・アウトとなりました。 
  
財政状態についてですが、総資産は、前期末と比べ2,850億円増加し、8兆556億円となりました。 
円安の影響があったことに加え、投融資の実行やWorking Capitalが増加した一方、米国タイヤ事業の再編に伴う減少
などがありました。 
 
株主資本は、主に当期利益の積み上げなどにより、前期末と比べ2,278億円増加し、 
2兆7,860億円となりました。 
 
これらの結果、ネットDERは、前期末から０．１ポイント改善し、０．９倍となりました。 

 



当期利益の通期見通しにつきましては、上期の業績は堅調に推移しているものの、 
足元では一部の資源価格が下落していることや、米中通商問題による先行き不透明感なども考慮し、 
現時点では期初予想の3,200億円を据え置くこととしました。 
  
年間配当予想につきましても、現時点では期初予想から変更なく、１株あたり75円としています。 
中間配当につきましては、その半額の37円とします。 





中期経営計画2020の進捗についてご説明します。 
 
第四次産業革命などの産業構造の変化、全産業のボーダーレス化・複合化の流れが加速する環境下において、 
「新たな価値創造への飽くなき挑戦」をテーマに、取り組んでいます。 
  
最初に、「成長戦略の推進」について、それぞれ具体的な取り組み事例をご説明したのち、 
その成長戦略の推進を支える「経営基盤の強化」に関する取り組みについてもご説明します。 
 



初めに、「既存事業のバリューアップ」についてです。 
  
各事業部門では、収益の柱をさらに太くすることに注力し、 
同時にそれぞれの事業の潜在力を最大限引き出すことを追求しながら、 
ビジネス環境変化への対応も、迅速に行っていきます。 
  
この半年では、ご覧のような案件に取り組んでいます。 
 
一つ目は、インドにおける特殊鋼事業への参画です。 
同国での自動車産業の成長を取り込み、この特殊鋼関連事業において、収益基盤の拡大を狙います。 
  
   
二つ目は、ベルギーにおける洋上風力発電事業への参画です。 
世界中で関心が高まっている気候変動問題に対応した取り組みであり、中長期的な発電ポートフォリオの 
ガス火力・再生可能エネルギーへのシフトという戦略に沿ったものです。 
  
また、当社が強みを有する農業資材販売事業については、ウクライナにおける新規参入や、 
ブラジルにおけるアグロアマゾニアの完全子会社化など、グローバル展開を加速しています。 
  
他にも、各事業部門ですでに様々な取り組みを開始しています。 



次に、次世代新規ビジネスの創出について、ご説明します。 
  
メガトレンドや社会課題、また当社のケイパビリティを踏まえ、 
中長期視点で取り組むべき、ご覧の「３つの成長分野」を特定しました。 
  
本日は、その中から、「テクノロジー  ×  イノベーション」と、 
「社会インフラ」の２つをご紹介します。 



先ず、「テクノロジー × イノベーション」の事例として、 
デジタルトランスフォーメーション推進の取り組みについてご説明します。 
  
当社はあらゆる産業で多様な事業を展開しており、ハンズオンの事業が数多くあります。 
  
これらの各産業における環境変化 及び現場の声から事業課題を掘り下げ、 
デジタルテクノロジーを掛け合わせることで、 
新しいビジネスモデルの創出やオペレーションの高度化を実現したいと考えております。 
 
DX推進の取り組み状況として、 
今年4月に、「DXセンター」をメディア・デジタル事業部門に設置しました。  
DXセンターには、全事業部門のみならず、グループ会社であるSCSKの人材も結集し、 
まさにDX推進のセンター機能の役割を担っています。 
  
また、先進技術をいち早く取り込むべく、昨年からシリコンバレーやロンドン、中国で、オフィスの開設や 
支援制度の整備といった海外事業開発体制の拡充を進めています。 
  
加えて、この10月には、DX推進の方向性をより明確に打ち出すべく、 
メディア・ICT事業部門から、メディア・デジタル事業部門に部門名を変更しています。 
  
このように、グループ一丸となってDX推進に取り組む中で、既存事業の効率化はもちろんのこと、 
新しい事業の創出に向けて、ビジネスモデルの変革に取り組んでいます。  
既に公表した農業用ドローンやデジタル広告など、次の収益の柱となる新たな事業を創出すべく、 
引き続きDXの取組に注力して参ります。 

  



 次に、「社会インフラ」の取り組みとして、 ベトナムの北ハノイにおける 
スマートシティ開発事業についてご紹介します。  
  
本件は、ハノイ市北部の 272 ヘクタールを対象にスマートシティ開発を行うものです。 
今年 6月にハノイ市 人民委員会から投資許可を受領しており、 
左下のビジュアルは開発区画の一部のイメージ図です。 
  
本案件に取り組むにあたって、今年10月にインフラ事業部門に「北ハノイ開発部」を新設し、 
社内の体制を整えました。  
  
このスマートシティでは、まずは第一期の住宅開発から、ビル、商業施設等の不動産事業に取り組みます。 
  
加えて、マイクログリッドや再生可能エネルギーを活用したエネルギーマネジメントや、 
環境配慮を踏まえた電気自動車の活用、情報化として顔認証等を利用したセキュリティ、 
自動決済等の導入なども検討していきます。  
  
単に、IT を軸としたスマートシティを開発するのではなく、ベトナムの方々が望む、 
生活の質の向上と地域の発展に寄与するような街づくりを目指していきます。 
  
大変チャレンジングな案件ではありますが、 住友商事グループの総合力を結集し、 
夢のある街づくりに取り組んでまいります。 



次に、成長戦略の3つ目の柱、「プラットフォーム事業の活用」の具体的な事例について、説明します。  
複数事業の掛け合わせや連携により新たな価値を創造することが、プラットフォーム事業の活用であり、 
ここでは、具体的な事例として、住友三井オートサービスの取り組みを紹介します。 
  
当社は、ヒト・モノの移動に伴うワンストップサービスとしての総合的なMobility as a Service、いわゆる「MaaS」
事業体を確立し、モビリティサービス領域におけるリーディングカンパニーになることを目指しています。 そのために
重要な役割を担うのが、 
国内トップレベルの自動車リース会社である、住友三井オートサービス、略して「SMAS」です。 
  
SMASでは、約4万社の顧客を有し、合計で約80万台の自動車を保有管理しています。これは、日本の路上を走る自動
車の、およそ100台のうち1台に相当します。このSMASをプラットフォームとして、さまざまなスタートアップ企業を
始めとする戦略的パートナーと連携を進めます。  
そして、最先端の技術やサービスを取り込み、SMASを、オートリース会社から「モビリティサービスプロバイダー」
へと、進化させることを目指しています。 
   
昨年、当社は「スマートドライブ社」に出資しました。 同社の開発したデバイスは、自動車のシガーソケットに差し込
むだけで走行距離、速度、ハンドリングなどのデータを収集することができます。  
同社は収集したデータを分析し、安全運転技術の向上や配送ルートの最適化などのサービスを提供しています。 
 SMASでは、同社との協業を通じ、リース車両のメンテナンス効率化や走行距離に応じた保険の導入などを検討してお
り、お客様に対して、新しい価値を提供していきます。 
  
また、当社は、国内の駐車場予約サービスで業界首位を走る「アキッパ」と2016年から協業しており、本年5月には、
連携を深化させるべく、同社に対し追加出資を実施しました。  
例えば、SMASのお客様にアキッパのサービスを提供することで、駐車場の空き時間を有効活用して頂くとともに、
SMASの約80万台の顧客との接点を活用し、アキッパの事業拡大に取り組んでいきます。 
  
さらに、個人間カーシェアリングサービスを提供している米国の「トゥーロ」社とも戦略的提携を実施しました。  
当社は、トゥーロの今後の日本やアジアへの展開を支援しながら、SMASのお客様である中小のレンタカー事業者との
シナジーを追求していきます。 



ガバナンスの高度化についてご説明します。 
 
取締役会によるモニタリングの範囲を拡大し、経営の執行に対する監督機能を強化しています。 
  
例えば、決算等における各事業部門からの定期報告においては、短期的な業績報告だけを行うのではなく、 
中期経営計画の進捗状況や事業ポートフォリオ戦略等の中期的な方向性も見すえた報告とする制度を 
整備しました。気候変動問題などの重要な社会課題についても、状況を常に把握し、適切に対応しています。 
  
次に、グループガバナンスの強化についてです。当社グループは、グローバルに様々な事業を展開し、 
連結対象会社は1,000社近くに及びます。  
当社グループのガバナンスをグローバルベースで担保すべく、改めて内部統制システムを点検し、 
グループ全体の内部統制の底上げを通じた企業価値向上の取り組みを始めています。 
  
また、役員報酬制度の改訂も実施しました。 
株式報酬を導入し、総報酬に占める業績連動賞与と株式報酬の比率を拡大しました。 
これは、経営層に対して、中長期的な企業価値向上と持続的な成長への健全なインセンティブを与えるとともに、株主
との、一層の価値共有を高めることを、狙うものです。 

 



人材戦略の高度化についてご説明します。 
 
Diversity & Inclusionを推進し、今まで以上に多様な力を競争力の源泉にし、 
成長戦略にドライブをかけています。 
  
例えば、グローバル連結ベースで、ベストな人材を、タイムリーに配置できる体制整備を進めています。 
  
また、新たな価値創造にチャレンジする組織づくりを後押しすべく「中計推進チャレンジ評価制度」を 
導入しました。 
これは、中計の成長戦略につながる個人目標を設定し、その達成度を評価するという、 
全社員が、成長戦略の推進に徹底的に取り組むための仕掛けとして、新たに導入したものです。 
  
そのほか、多様な個々人が最大限に力を発揮できるよう、様々な働き方や健康経営も推進しています。 
  
このように、経営基盤の強化についても、引き続き取り組んでいきます。 

 



今年度から新たに導入した、全社のチャレンジを後押しする「ゼロワンチャレンジ」という施策をご紹介します。 
  
これは、次世代新規ビジネス創出の加速を目的に、社員個人が所属組織の枠組みを超えて新規ビジネスを提案できる
「社内起業制度」です。 
  
志を持つ個人の、今までに無い新たな事業アイデアの実現をサポートするもので、 
本制度を推進するための投融資枠も設定しています。 
  
初回の今年度は、世界各地から300を超える応募があった中から 
社外アクセラレータも起用したピッチコンテストを経て８つに絞り込み、 
具体化に向けた取り組みを進めています。 

 



本日ご説明しました「成長戦略の推進」や「経営基盤の強化」を着実に実行し、 
この中計で立てた目標を達成して参ります。 
  
また、我々は、来年2019年に迎える創立100周年を大きな節目と捉え、 
次の100年に向け、社会とともに持続的に成長していくために、 
住友商事グループ一丸となり、「新たな価値創造への飽くなき挑戦」に取り組んでまいります。   
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